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（３） 戦略の位置づけ

（２） 戦略の変遷

（４） 対象期間

長崎市経済成長戦略は、長崎市総合計画を踏まえた分野別計画の

一つとして、地域経済の成長戦略として市全体としてのめざすべき方向

性や基本方針を示したうえで、その実現に向けて特に重点的に取り組

むテーマや施策を取りまとめたものです。

長崎市経済成長戦略は、平成20年度に第一次戦略を策定し、現在、第五次戦

略の最終年度となっています。第五次戦略においては、新型コロナウイルス感染

症の影響が続く中、経済成長率の回復を目指し、外貨獲得の中核となる「情報・

環境」「海洋・ものづくり」「生命科学」「交流」分野に着目した戦略としていました

が、第六次戦略は、さまざまな経済環境の変化を勘案し、国内外の経済情勢や

地域経済の全般的な動向把握を行い、体系を見直しながら策定します。

第六次長崎市経済成長戦略の対象期間は、長崎市における上位

計画である総合計画（第五次総合計画後期基本計画）にあわせ、令

和8年度から令和12年度までの5年間とします。

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

総合
計画

経済
成長
戦略

第五次総合計画（前期基本計画） 第五次総合計画（後期基本計画）

第五次戦略 第六次戦略

『人や企業が成長と豊かさを実感できる活力あるまち』をめざして

長崎市は、造船業・水産業を基盤として発展し、歴史・文化・自然に育まれた国

際観光都市として成長してきました。

平成20年度以降は産業振興の方向性を示す「長崎市経済成長戦略」を推進し

、第五次戦略では「情報・環境」「海洋・ものづくり」「生命科学」「交流」を重点施策

とした取組を展開してきましたが、コロナ禍を経た現在、少子高齢化や人口減少

に歯止めがかからず、物価上昇など新たな課題にも直面しています。

一方で、市内では長崎駅周辺再整備の推進や長崎スタジアムシティの開業、

松が枝国際観光船埠頭の2バース化に向けた取組など、100年に一度と言われる

まちづくりが着実に進行するとともに、インバウンドの増加など交流人口の拡大が

続いています。

また、造船関連産業の振興や、洋上風力をはじめとした海洋関連産業における

新分野への進出、情報技術分野等における研究開発や産学官連携など、長崎

市の強みを活かした新たな取組も生まれています。

長崎市は、こうした大きな動きを、市内事業者の成長や雇用創出につなげられ

るかどうかが問われる時に差し掛かっているといえます。

第六次長崎市経済成長戦略では、「人や企業が成長と豊かさ（とりわけ経済的

豊かさ）を実感できる活力あるまち」の実現に向け、市内事業者の労働生産性な

どの経営基盤強化を図り、強みを活かした成長分野の育成や企業誘致を推進す

るとともに、人材が活躍できる環境を整え、地域経済の好循環を創出します。これ

により、市民の所得の向上や働く場の充実などにつなげ、人口減少の克服、就労

機会の拡大、また、税収の確保を図るものとし、本戦略は、今後の長崎市の持続

的な経済成長の方向性を示す指針として策定します。

（１） 策定趣旨

長崎市総合計画

分野横断

長崎市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

分野別計画

長崎市経済
成長戦略

長崎市水産
振興計画
長崎市農業
振興計画

長崎市観光・MICE
戦略 など
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若者の定着と人材の確保・育成 地場企業における稼ぐ力の向上 地域における稼ぐ機会と効果の拡大

雇用関連の主要指標は概ね目標を
達成したものの、UIJターン就職者数
は未達。地元企業による情報発信や
新しい働き方の導入促進、若年層へ
の認知向上、受入環境の整備が課
題。

事業者の視点では人材確保や雇用の
維持は最重要課題に。長崎出身の若者
のUターンには希望する仕事があること
に加え、子育てや住宅環境などの総合
的な環境づくりが必要。

低生産性分野の効率化や付加価値向
上、域内需要創出・循環強化、経営体
力の底上げなどによる地域経済の競
争力向上が必要。

市内製造業の付加価値額などは概ね
達成したが、一部指標で未達も見られ
る。人手不足が進行する中で生産性
向上が求められるほか、物価高騰に
よる消費単価の向上や、人口減少に
よる域内市場縮小が課題。

事業者における今後の業績見通しに
ついては全体的に慎重な見方が強い。
経営課題としては人材・雇用の確保、
コスト上昇対策など。

国の戦略等に基づき、長崎市と関連
が深い成長分野として「資源・エネル
ギー」「防衛産業」「情報通信」「海洋」
などに注目。官民連携による重点的な
対策検討が必要。

企業立地件数など目標を達成するも、
企業誘致による新規雇用は未達。IT
関連を中心に研究開発企業の誘致
や実証実験が拡大。創業件数は増
加も開業率は全国平均を下回る。

今後有望な産業として、市民・事業者
の約半数が「観光業」と回答しており、
「農水産業」が続く。地域資源を活かし
た域外需要の更なる取り込みやサー
ビスの高付加価値化が重要。

人手不足の解消に向けては、雇用のミ
スマッチを解消する取組に加え、業務
の効率化やデジタル技術の活用、事
業者間の協業促進など、間接的に人
手不足を補う支援も重要。

【五次戦略の振り返り結果】

【アンケート調査からの示唆】

【現状分析から得られた示唆】

【五次戦略の振り返り結果】 【五次戦略の振り返り結果】

【現状分析から得られた示唆】 【現状分析から得られた示唆】

【アンケート調査からの示唆】 【アンケート調査からの示唆】

現状分析、第五次戦略の振り返り、アンケート調査結果を踏まえ、｢若者の定着と人材の確保・育成｣、｢地場企業における稼ぐ力の向上｣、｢地
域における稼ぐ機会と効果の拡大｣の３つの視点から基本目標を設定します。

（５） 基本目標
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地域経済の基盤強化
（地場企業における稼ぐ力の向上）

⚫経営基盤の強化支援
⚫売上拡大など競争力の強化支援
⚫生産性向上に向けた取組支援
⚫域内サプライチェーンの構築支援

域外需要獲得と高付加価値化
による成長加速

（地域における稼ぐ機会と効果の拡大）

人が集まり育つ環境づくり
（若者の定着と人材の確保・育成）

⚫成長産業の育成・創出支援
⚫新たなマーケットの開拓支援
⚫戦略的企業誘致の推進

⚫人材確保支援
⚫人材育成支援
⚫魅力的な職場環境づくり支援

経営資源の有効活用や
新たな投資を促し
好循環を創出

人や企業が成長と豊かさを実感できる活力あるまち

（めざすべき姿）
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（基本目標）



Ｒ＆Ｄ
(研究開発)

海 洋 交 流

【長崎市の強みを活かした研究開発等】
情報技術、環境、生命科学分野などにおける人
材育成の推進と研究開発・産学官連携等

・共創の力で未来を拓く研究開発都市
・国内外をリードする海洋ものづくり都市
・世界とつながる持続可能な交流都市

【造船・新分野・カーボンニュートラル等】
国内外需要を取り込んだ造船業の再生と
新分野への進出等

【MICE・インバウンド・食の推進等】
MICE ･インバウンド需要の取り込み強
化、｢食｣を使った誘客・販売促進等

人や企業が成長と豊かさを
実感できる活力あるまち

豊富な観光資源や高度な造船・海洋ものづくり
技術、産学官による連携・研究体制など、長崎市
の強みを活かせる３つのテーマを掲げ、関連する
施策に取り組むことで、基本目標を実現するため
の大きな動力を生み出します。

《めざすべき姿》

（６） 重点テーマ
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R＆D
（研究開発）

情報技術、環境、生命科学分野などの研究開発支援や産学官
連携等の強化によりイノベーション創出・人材育成を推進するとと
もに、新たな技術を活かし、地場企業の新事業創出や生産性向
上等を図ります。
また、大学が持つ研究成果や地場企業が持つ技術力を活かした
戦略的企業誘致に取り組むことで成長分野の集積を図ります。

海洋

グリーン成長分野への参入など、新事業展開を行う企業の支援
や域内サプライチェーンの強化に取り組むとともに、海事（造船・
造機等）分野を担う技術・技能者を育成することで、海洋関連産
業の多角化と競争力強化を図ります。
また、水産分野における資源や研究を強みとした産学官連携等
による新たな取組を促進します。

交流

魚をはじめとする長崎の「食」や歴史文化などの地域資源を活か
した高付加価値なコンテンツ創出と魅力発信を行うとともに、
様々な事業者の参画を促し、地域の商業や観光産業の稼ぐ機会
につなげます。
また、企業や大学など多様な主体が交流する場をつくり、協業や
取引の拡大を図るとともに、地域の魅力再発見や郷土愛の醸成
につながる観光人材の育成にも取り組みます。
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① 若者の受入態勢支援
② 多様な人材の受入態勢支援

① 経営状況に応じた融資制度の設計
② 持続可能な運営体制の構築支援
③ 経営課題に対する相談支援

① 地域資源を活かした消費喚起の取組支援
② 魅力ある製品・サービス開発の促進支援

① 企業の効率化・省力化・高度化の促進支援
② 農林水産業の効率性や収益性の向上支援

① 新事業分野参入支援
② 企業等の連携の促進支援

① 新事業の創出や新分野への進出支援
② チャレンジを促す環境づくり
③ 持続的・着実な成長をめざす創業・起業支援
④ 産学連携の推進

① 域外への情報発信
② 域外への販路開拓・拡大支援

① 基幹産業の発展や成長分野の集積を見据えた
企業誘致の展開

② 継続的フォローアップ

① 地元で働く魅力の発信
② 企業の雇用促進支援
③ 農林水産業の担い手確保支援

① 専門人材の育成支援
② 次世代の人材育成

人
や
企
業
が
成
長
と
豊
か
さ
を

実
感
で
き
る
活
力
あ
る
ま
ち

地域経済の
基盤強化

域外需要獲得と
高付加価値化
による成長加速

人が集まり育つ
環境づくり

（地場企業における稼ぐ力の向上）

（地域における稼ぐ機会と効果の拡大）

（若者の定着と人材の確保・育成）

基本目標 施策めざすべき姿

Ｒ
＆
Ｄ
（
研
究
開
発
）

海
洋

交
流

重点テーマ個別施策

B-2 新たなマーケットの開拓支援

A-1 経営基盤の強化支援

C-1 人材確保支援

A-2 売上拡大など競争力の強化支援

A-3 生産性向上に向けた取組支援

A-4 域内サプライチェーンの構築支援

B-1 成長産業の育成・創出支援

B-3 戦略的企業誘致の推進

C-2 人材育成支援

C-3 魅力的な職場環境づくり支援

Ａ

Ｂ

Ｃ

（７） 施策体系
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（※共通キーワード：サステナブル、グローバル、デジタル）



数値目標
基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

A
法人市民税法人税割を課税された法人数

4,166社
（R6年度）

4,166社
（R12年度）

法人市民税法人税割を課税された法人の割合
40.6％
（R6年度）

40.8％
（R12年度）

A-1

市の制度融資（政策資金）の活用件数
57件

（R6年度）
63件

（R12年度）

経営課題に関する相談・指導件数
129件

（R6年度）
129件

（R12年度）

A-2

旅行消費額［暦年］
2,131億円
（R6年）

3,074億円
（R12年）

歩行者通行量（日曜）
30,054人
（R6年度）

41,000人
（R12年度）

地場事業者の製造品出荷額等［暦年］
4,417億円
（R6年）

4,858億円
（R12年）

A-3

先端設備等導入計画に係る認定件数［累計］
14件

（R6年度）
98件

（R12年度）

製造業の従業員１人あたりの付加価値額
（従業員４人以上の事業所）［暦年］

2,020万円
（R6年）

2,222万円
（R12年）

１経営体当たりの農業産出額［暦年］
9,686千円
（R5年）

9,686千円
（R12年）

漁業者１人あたりの漁業生産額
2,021千円

（R2-R6年度平均）
2,223千円
（R12年度）

A-4

新事業展開に取り組んだ企業支援数
1件

（R6年度）
3件

（R12年度）

企業交流会の参加者数［累計］
128人

（R6年度）
728人

（R12年度）

ＭＩＣＥ消費額［暦年］
185億円
（R6年）

247億円
（R12年）

A：地域経済の基盤強化（地場企業における稼ぐ力の向上）

B：域外需要獲得と高付加価値化による成長加速（地域における稼ぐ機会と効
果の拡大） 

数値目標
基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

C
雇用保険被保険者数

145,047人
（R6年度）

145,047人
（R12年度）

C-1

域内大学卒業者の市内就職率
27.3%

（R6年度）
27.3%

（Ｒ12年度）

市内高校卒業者の市内就職率
49.9％
（R6年度）

55.8％
（R12年度）

事業者への採用状況調査における求人数に対する平均充足率
65.1％
（R6年度）

65.1％
（R12年度）

認定新規就農者数
7人

（R2-R6年度平均）
7人

（R12年度）

新規漁業就業者数
17人

（R2-R6年度平均）
17人

（R12年度）

C-2

長崎地域造船造機技術研修センター及び長崎工業会の人材育成
の取組に参加した人数

79人
（R6年度）

87人
（R12年度）

観光教育出前授業に参加した児童・生徒数
125人

（R6年度）
160人

（R12年度）

C-3

域内大学卒業者の市内就職率
27.3%

（R6年度）
27.3%

（Ｒ12年度）

市内高校卒業者の市内就職率
49.9％
（R6年度）

55.8％
（R12年度）

事業者への採用状況調査における求人数に対する平均充足率
65.1％
（R6年度）

65.1％
（R12年度）

C：人が集まり育つ環境づくり（若者の定着と人材の確保・育成）

（参考） これまでの策定経過と今後の予定

年月日 会議等名称

令和７年６月～９月 第六次長崎市経済成長戦略策定に係る基礎調査の実施

令和７年８月26日 令和７年度第１回長崎市経済活性化審議会

令和７年10月29日 令和７年度第２回長崎市経済活性化審議会

令和７年11月14日 令和７年度第３回長崎市経済活性化審議会

令和７年12月４日 長崎市議会環境経済委員会

令和７年12月17日～令和８年１月16日 パブリックコメントの実施

令和８年２月５日 令和７年度第４回長崎市経済活性化審議会

令和８年３月６日 長崎市議会環境経済委員会

令和８年３月 第六次長崎市経済成長戦略策定

数値目標
基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

B
企業誘致に伴う新規雇用者数[累計]

464人
（Ｒ６年度）

1,064人
（Ｒ12年度）

B-1

創業サポート長崎の支援を受けた創業者数
（各支援機関の実績合計）

330人
（R6年度）

430人
（R12年度）

新規事業創出に係る実証事業の実施件数［累計］
4件

（R6年度）
28件

（R12年度）

B-2

市内観光消費額の１人当たり単価［暦年］
32,580円
（R6年）

38,700円
（R12年）

市内食料品製造業の製造品出荷額等（従業員４人以上の事業所）
［暦年］

215.5億円
（R6年）

215.5億円
（R12年）

B-3 立地企業件数（市外企業新設）[累計]
22件

（R6年度）
46件

（R12年度）

（８） 数値目標
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